
                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

【健康福祉政策課】 

        

健康医療福祉行政企画

調整費 

 

 

273,775 

       (51,711) 

 

使      598 

 

財      1,718 

 

起     231,800 

  

○一       39,659 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 医療福祉拠点整備事業                 264,033 

2025年さらにはその先をも見据えた医療福祉を推進するため、県庁周

辺県有地を活用し、医療福祉拠点を整備する。 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

地域福祉推進費 

       

     256,974 

(245,457) 

 

国     91,317 

 

○一    165,657 

 

 

すべての住民が地域で安心して暮らせる支え合いの共生社会の構築を目指

して、地域福祉推進の体制整備を図る。 

  

協１  さまざまな人が支え合うお互い様の地域づくり推進事業   4,300 

      地域の課題を自ら解決しようとする活動を推進するため、活動団体との

意見交換、好事例の集約、多様な分野と連携する地域福祉の実践者を養成

する講座、地域連携によるモデル事業を実施する。 

 

○新２ 再犯防止推進事業                     34,912 

再犯防止推進法に基づき、犯罪や非行をした者の円滑な社会復帰を促進

するため、国との適切な役割分担を踏まえ、密接に連携して支援を行う。 

 

(1)刑事手続段階における高齢者・障害者入口支援事業      6,800 

高齢者・障害者を対象として、刑事手続における取調べ段階からの立

会・助言、不起訴処分・執行猶予後のサポート等を実施し、地域で暮ら

せるよう支援を行う。 

 

(2)再犯防止支援体制検討事業                4,112 

再犯防止にかかる地域実態および支援ニーズを把握し、必要な連携お

よび支援体制等を検討する。 

 

(3) 事業所等相談アドバイス事業              1,900 

地域生活を継続する観点から、相談に応じるとともに必要な助言を行

い、再犯防止に取り組む雇用主や福祉事業所等を支援する。 

 

 (4) 再犯防止地域支援員設置事業               2,600  

雇用主および医療関係者等の理解と協力が進むよう支援員を設置し、

地域支援に向けた体制整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 
低所得者自立更生融資

対策費 

 

 

73,166 

      (71,660) 

                  

国      41,840  

                   

○一       31,326 

 

生活困窮世帯等に対する相談支援や生活福祉資金の貸付により、その世帯の

社会的・経済的自立更生を推進する。 

  

１ 生活福祉資金貸付事務費補助                         47,000 

      貸付主体である県社会福祉協議会に対して、事務費を補助する。 

  

２  生活困窮者自立支援事業                           22,553 

郡部における生活困窮者自立支援法に基づく相談支援を実施するととも

に、市等が行う相談支援に対する広域的支援を行う。 

 

３ 生活困窮世帯の子どもの学習支援事業                 3,595 

貧困の連鎖を断つことを目的に、生活保護受給世帯等の中学生を対象

に学習支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護費 

 

 

 

 

 

 

1,046,163 

     (1,012,646) 

 

国      665,468  

               

○一    380,695 

 

 

 

町域の生活困窮世帯に対して、生活保護費を支給するとともに、各市が支弁

した生活保護費のうち、県が負担すべき費用を交付する。 

 

 １ 生活保護費                              887,292 

   町域の生活困窮世帯に対して、生活保護費を支給する。 

                                                                

 ２ 生活保護費県費負担金（12市）                      158,871 

      各市が支弁した扶助費のうち、生活保護法に基づいて県が負担すべき費

用を各市に交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

【医療政策課】 
 
乳幼児医療対策費 

 

1,304,672 

     (1,121,098) 

 

○一   1,304,672     

 

 乳幼児の保健の向上と健やかな育成を図るとともに、子育て世帯の経済的負

担の軽減を図るため、乳幼児にかかる医療費助成を行う市町に対し補助する。 

 

 １ 乳幼児福祉医療費助成事業費補助（19市町）       1,304,672 

 

 

 

 

病院事業繰出金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     2,974,680   

       (3,124,005) 

 

○一    2,974,680 

 

高度な専門的保健医療を提供し、県民の健康増進と保健福祉の向上を図るた

め、滋賀県立総合病院等に対し、地方公営企業法に基づく一般会計からの繰出

しを行い、病院経営基盤の確立を図る。 

 

 １ 病院事業負担金                                2,218,850 

 

 ２ 保健衛生行政等負担金                            529,473 

 

 ３ 共済組合追加費用等負担金                         226,357 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 
医療機関等指導費 

 

         82,718 

(91,034) 

 

国       5,136  

 

使        1,752  

 

財          308  

 

繰      54,929  

 

○一       20,593 

   

 

安心で快適な環境のもとで医療サービスが受けられるよう、地域医療の安全

確保を図る。 

 

１ 医師確保総合対策事業                   60,326 

県内の医師不足に対応するため、医師確保対策に取り組む。 

 

(1) 医学生修学資金等貸与事業                           48,600 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療機関等整備費 
 
 

 

251,742 

（83,421) 

 

国      246,277 

 

○一        5,465 

 

   

 

 

県民に適正かつ質の高い医療を提供するため、医療提供体制の整備を図る。 

 

１  災害医療コーディネーター研修事業                   1,500 

   大規模災害発生時に県全体の災害医療全般を調整、指揮する災害医療コ

ーディネーターの養成および資質向上を図る。 

 

２ 医療救護活動緊急防災対策事業                   212,806 

     災害急性期における被災地へのＤＭＡＴの派遣や、原子力災害発生時の

医療体制の整備など、災害時においても必要とされる医療を提供する体制

を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

救急医療対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     362,974   

       (360,710)  

 

国      171,798   

 

諸        3,635   

 

○一      187,541   

 

救急医療体制について、運営面の充実や医療施設間の連携強化、診療体制の

拡充など総合的な拡充整備を図る。 

  

１ 救急医療機関運営費等補助事業                       312,164   

                     

(1) 救命救急センター運営費補助（３病院）           312,164 

  重篤救急患者の医療の確保を図るため、救命救急センターの運営費に

対し補助する。 

 

 

 ○新２ 小児医療施設整備事業                              2,260 

小児重症事案における呼吸管理を目的として、ドクターヘリ専用保

育器に対応する人工呼吸器の整備に対し補助する。 

 

 

 

 

地域医療総合確保事業

費 

 

 

2,036,812 

(1,957,139) 

 

国    944,365   

 

財      3,611 

 

繰      614,412 

 

諸    2,240 

 

○一   472,184 

 

    

 

安心で快適な環境のもとで医療介護サービスが受けられるよう、効率的で質

の高い医療提供体制の構築および医療人材の確保等を図る。 

 

１ 地域医師確保推進事業                             1,524,995 

 

(1) 地域医療介護総合確保基金積立金                 1,420,160 

     地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律に基

づき、地域における医療および介護の総合的な確保のための事業を安定

的・継続的に実施するため、基金の積み増しを行う。 

 

(2) 麻酔科医ブラッシュアップ事業                       3,716 

    一定水準にある麻酔科医を県内各地域の麻酔科医不足病院へ応援派

遣するシステムを構築するために実施する麻酔科医向け研修に要する

経費に対し補助する。 

 

 ２ 在宅療養を支える認定看護師育成事業                  4,000 

   

   (1) 在宅療養を支える認定看護師育成事業費補助          4,000 

 

３ 地域医療介護のための看護職員確保定着事業      67,132 

 

   (1) 病院内保育所運営費補助（21病院）                 64,502 

      医療従事者の離職防止・復職支援のため、病院内保育所の運営費 

に対し補助する。 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

   

４ 地域医療提供体制整備事業              112,873 

 

   (1) 小児救急医療支援事業費補助                       90,150 

小児救急医療体制を確保するため、二次医療圏を単位に休日・夜間

における小児科の医療スタッフの待機、空床確保に要する経費に対し

補助する。 

 

 ５ 病床機能分化促進事業                               120,000 

 

  (1) 病床機能分化促進整備事業費補助                   120,000 

    病床の機能分化および連携の推進を図るため、病院が実施する施設・

設備の整備に要する経費に対し補助する。 

 

 

 

看護職員確保等対策費 

 

 

 

343,525    

(344,102)   

 

国       1,722    

  

使     20,584    

 

財        139    

 

繰       28,162    

 

諸       71,700    

 

○一    221,218 

 

 看護職員の確保・定着、資質向上等に努めるとともに、潜在看護職員の再就

職の促進等を図る。 

 

１ 看護職員の確保・定着                               204,044 

看護職員の不足を解消するため、職場環境の改善等を実施し、離職防止

を図ることなどにより、看護職員の確保および定着に資する取組を実施す

る。                    

 

(1) 看護職員修学資金等貸与事業                    179,977 

       

２ 在宅医療福祉を担う看護職員の確保・養成              28,301 

   職場復帰に向けた研修や子育て支援など、潜在看護職員の再就業を支援

することにより、在宅医療福祉を担う訪問看護ステーションや介護保険施

設等の看護職員の確保・養成を図る。 

 

(1) 潜在看護職員掘り起こし事業                         9,500 

         

(2) 職場復帰支援事業                                 11,000 

      

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

【健康寿命推進課】  
母子保健対策費 

 

 

379,405  

      (345,673) 

 

国    213,301 

 

○一     166,104  

  

妊娠・出産・子育てを通して切れ目のない支援を行うため、母子保健の推進、

小児在宅医療体制の整備、周産期医療体制の充実を推進する。 

 

１ 小児在宅療育支援事業                              21,552 

    医療的ケアの必要な小児が、安心して在宅療養できる支援体制を整え

る。 

     

２ 周産期保健医療対策費                      297,673 

   安全安心な出産を迎えるため、周産期医療体制の充実・強化を図る。 

   

    (1) 総合周産期母子医療センター運営費補助(大津赤十字病院) 

108,079 

 

    (2) 緊急搬送コーディネーター事業                8,500 

 

(3) 地域周産期母子医療センター運営費補助（２病院）    73,061   

 

(4) 小児医療施設施設整備事業補助                     42,723 

    新生児に対する医療の充実を図るため、地域周産期母子医療センター

の施設整備に必要な経費を補助する。 

 

 

 

 

母子医療対策費 

 

 

 

 

      293,886 

       (287,116) 

 

国     127,833 

 

○一    166,053 

 

 不妊治療費用の一部を助成し、経済的負担の軽減を図る。 

 

１ 不妊治療助成事業                         255,666 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

健康しが推進費 

 

83,455 

（92,499） 

 

国    41,099   

 

○一       42,356 

 

「健康いきいき２１－健康しが推進プラン－」に基づき、各種健康づくり事

業を長期的な展望のもと積極的に推進する。 

 

１ 健康寿命延伸プロジェクト                      708 

   食生活や運動などの生活習慣の改善に向けた全県的な取組や、個人の健

康を支える地域住民や団体、企業の活動などを推進し、県民の健康寿命延

伸を図る。 

  

２ 健康しがの推進                           71,327 

 

(1) 健康増進事業費補助（19市町）                68,951 

   

３ 健康寿命延伸のためのデータ活用事業               2,544 

○新総４ 「健康しが」コ・クリエーション事業              8,000 

 企業・NPO・大学・地域団体・保険者・自治体などが連携し、県民の主

体的な健康への取り組みを推進する。また、健康に関する活動や情報を

県民に分かりやすく発信し、県民の健康に対する意識の向上や取組の促

進を図る。 

 

 

 
生活習慣病対策費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

131,849  

(139,643)  

 

国      56,861 

 

財     120 

 

繰        6,053 

 

○一     68,815 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 がん対策の推進に関する条例に基づき、がんの予防、早期発見や質の高いが

ん医療の提供など総合的ながん対策を重点的に推進する。 

 

１ がん対策強化事業                      10,987 

   がんの早期発見のためにがん検診の受診を促進するとともに、がん患者

の生活の質の向上のために就労支援や若いがん患者の妊孕性温存の医療

費助成等を行う。 

 

 ２ がん計画推進事業                              78,160 

 

    (1) がん診療連携拠点病院機能強化事業（６病院）     77,000 

 

３ がん対策推進基金事業                               12,225 

 

  (1) 団体・民間等自主事業補助                        11,400 

    団体や民間等が自主的に行うがんに関する普及啓発に必要な経費を

補助する。 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 
歯科保健対策費 
 
 

 

38,382  

(39,055)  

 

国       4,083 

 

○一     34,299 

 

 歯および口腔の健康づくりの推進に関する条例に基づき、歯科保健の啓発、

歯科保健医療体制の整備などを行う。 

 

 １ 歯科保健啓発事業                                     4,140 

 

 ２ 歯科保健医療体制整備事業                            31,376 

 

 

 

 

地域医療総合確保事業

費 

 

 

174,670  

(129,694) 

 

繰     174,670 

 

 

    

 

安心で快適な環境のもとで医療介護サービスが受けられるよう、在宅歯科医

療の推進やリハビリテーション提供体制の再構築等を行う。 

 

１ 在宅歯科医療推進事業                         35,186 

 

   (1) 在宅歯科診療機器整備事業費補助（25施設）         17,500 

    安全で安心な質の高い歯科医療提供体制の充実を図るため、歯科 

診療所およびその後方支援を行う病院歯科が実施する在宅歯科医療 

機器等の設備整備に要する経費に対し補助する。 

 

 

２ リハビリテーション提供体制再構築事業         26,566 

 

(1) 地域リハビリテーション人材育成事業                 1,976 

    地域ごとの総合リハビリテーション推進の中核を担うリハビリテー

ション専門職の育成を行う。 

 

    (2) 心臓リハビリテーション提供体制整備事業       5,250 

    急性心筋梗塞等の心血管疾患に対する治療に必須となる心臓リハビ

リテーション提供施設の充実を図る。 

 

  (3) リハビリテーション提供体制整備検討事業        8,000 

    今後の少子高齢化・人口減少や疾病構造の変化等、社会情勢の変化を

踏まえ、県立リハビリテーションセンターの機能再構築を含めた県内リ

ハビリテーション提供体制の整備に向けた検討を行う。 

 

   ３ がん在宅医療支援体制整備事業            23,010 

   

  (1) 遠隔病理診断事業                              13,750  

        がんの確定診断に必要な病理診断をより適切に、かつ短期間で受け

ることができるよう県内医療機関等への支援を行う。 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

【医療福祉推進課】 

地域介護総合確保事業

費 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

835,938 

     (1,072,586) 

 

繰    835,938 

 

 

 

 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
地域医療介護総合確保基金を活用して、介護・福祉人材の育成・確保・定着

を図るとともに、地域密着型サービス施設等の整備を推進する。 

 

１  しがの介護人材育成・確保対策推進事業          89,241 

 

    (1) 介護職員実務者研修等代替職員確保事業             6,000 

       介護職員の研修受講を促し、資質向上を支援するため、介護職員が実

務者研修等を受講する際の代替職員の配置にかかる経費を助成する。 

 

  (2) 介護職員研修受講支援事業                          10,000 

        幅広い人材の新規参入・定着と介護職員のキャリアアップを促すた

め、入職後の資格取得にかかる経費を支援する。 

 

(3) 介護・福祉人材確保緊急支援事業費補助               4,550 

市町や介護福祉士養成施設が実施する介護人材の確保等の取組を 

支援する。 

 

 (4) 介護職員定着等推進事業                     8,308 

多様化する介護ニーズに応えられる介護職員を養成するとともに、介 

護職員の定着等に向けた取組に積極的な事業者を登録・公表する。 

 

   (5) 将来の介護サービスを支える中核人材養成事業       2,000 

介護福祉士養成施設の教育内容を充実し、専門性の高い介護福祉 

士を養成する。 

 

 (6) 介護職員職場環境改善支援事業                       4,000 

県内の介護施設・事業所における介護ロボットの導入を支援する。 

 

 

２ 地域密着型サービス等施設整備事業（17箇所）        552,300 

   市町が行う特別養護老人ホームなどの地域密着型サービス施設等の整

備に対して補助する。 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

介護保険推進事業費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

15,469,387 

    (15,946,651) 

 

国       23,989 

 

使      55,458 

 

財         969 

 

繰     127,346 

 

諸     3,858 

 

○一   15,257,767 

 

 

 

介護保険給付に関して法定の負担金を支出するとともに、制度の円滑な運営

や、自立支援・重度化防止に向けた地域包括ケア推進等の取組について市町を

支援する。 

 

  １ 介護保険給付費県費負担金                       14,289,871 

 

２ 地域支援事業県費交付金                           933,442 

 

３ 地域包括ケア推進事業                          18,135 

  

  (1) 生活支援基盤整備推進事業                4,600 

市町における生活支援コーディネーターの配置や協議体の設置な 

どの体制整備を支援する。 

 

 

 

 

認知症施策等総合支援

事業費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
        41,605 

     (41,779) 

 

国      18,849 

 

繰         222 

 

○一     22,534 

 

認知症の早期発見・早期対応のための体制を充実させるとともに、認知症に

関する正しい知識と理解に基づく本人や家族への支援等の取組を推進する。 

 

１  医療・相談支援事業                   25,875 

      認知症疾患医療センターによる相談・連携体制を充実し、早期発見・早

期対応につなげることで、本人の不安や家族負担の軽減を図る。 

 

２ 高齢者権利擁護推進事業                        5,718 

      高齢者の権利擁護を推進するため、相談・普及啓発・人材育成等を実施

する。 

 

３ 若年・軽度認知症総合支援事業                5,640 

   若年認知症等の人と家族が安心して暮らせるよう、若年認知症支援 

コーディネーターの配置や、企業研修、居場所づくりなどの取組により、

初期段階から介護サービスの利用まで切れ目のない支援を行う。 

 

 

 
老人福祉医療費 
 
 

 
       206,493 

      (155,860) 

 

○一     206,493 

 

 
低所得の高齢者にかかる医療費負担を軽減するため、市町に対して補助す

る。 

 

  １  老人福祉医療費補助                           206,493 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 
医療機関等指導費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
        15,258 

      (27,646) 

 

国       4,097 

 

繰     5,830 

 
○一        5,331 
 
 

 
 住み慣れた自宅や地域で安心して最期まで暮らし続けたいという希望を叶

えられるよう、医療と介護の連携による支援体制の構築を図る。 
 

１ 市町在宅医療・介護連携推進事業             2,626 

県内すべての市町において、医療や介護が必要な時に患者や家族が望む

姿で支援できる体制が構築されるよう、市町の在宅医療・介護連携等の取

組を支援する。 

 

 

 

 
地域医療総合確保事業

費 
 

 
       109,248 

     (106,914) 

 

繰      109,248 

 

地域医療介護総合確保基金を活用して、在宅医療福祉人材の確保・育成や体

制整備等を図る。 

 

１  在宅医療人材育成推進事業                29,198 

 

     (1) 在宅医療人材確保・育成事業              7,579 

     在宅医療を支える医師を確保するため、在宅医療を実施しようとす

る医師に対して研修会等を実施する。 

 

     (2) 訪問看護支援センター運営事業            15,400 

         訪問看護師の確保・育成と訪問看護ステーションの体制整備を図る

ため、訪問看護支援センターの運営を支援する。 

 

  ２ 在宅療養支援基盤整備事業              64,250 

 

(1) 地域医療体制整備事業               30,750 

地域における医療提供体制を整備するため、医療と介護の連携 

拠点の整備や訪問診療・訪問看護に必要な医療機器等の整備に対 

し支援する。 

 

(2) 医療情報ＩＣＴ化推進事業                    27,500 

地域における医療情報の連携を推進するため、ＩＣＴを活用し 

医療連携ネットワークの整備を支援する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

【障害福祉課】 

 

障害者福祉対策費 

 

 

 

 

1,620,197 

     (1,533,356) 

 

国       64,419 

 

諸      200,904 

 

○一    1,354,874 

 

 

障害福祉の円滑な推進のため、地域支援体制の充実、共生社会づくりの推進、

扶養共済制度の実施、医療費補助制度、障害者の芸術・文化活動の支援等を行

う。 

 

１ 障害者地域生活移行促進事業                       108,330 

                                                                  

２ 障害者扶養共済制度施行事業                         321,176 

 

３ 重度障害者・児福祉医療事業費           1,128,364 

                                                             

４  障害者芸術・文化活動推進事業                  34,700 

公募作品展の開催、NO-MA企画展の開催や情報発信、著作権等の保護に

あたる障害者芸術文化活動支援センタ―の支援などを通して、障害者芸

術・文化活動の裾野の拡大による社会参加の促進を図る。 

 

５ 障害者差別解消推進事業                4,627 

   障害者差別の解消をはじめ、共生社会づくりを目指すための条例の制定

に向けた検討およびその周知、障害者差別・虐待等に関する相談・通報へ

の対応、障害者差別解消法に基づく障害者差別解消支援地域協議会の運

営、ヘルプマーク等の普及啓発などの取組を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

障害者自立支援費 

 

 

 

8,445,960 

     (8,244,653) 

 

国      894,896 

 

使           10 

 

繰        3,748 

 

起       33,700 

 

○一    7,513,606 

 

障害者総合支援法に基づく制度の円滑かつ着実な実施を図る。     

                                                               

１ 障害者自立支援給付費                             5,784,955 

   

 ２ 自立支援医療費                    2,190,805 

 

３ 障害者自立支援推進事業費                38,397 

  

(1) 日中活動の場支援事業費補助金            26,108 

市町と共同して就労継続支援Ａ型事業所に経費を補助することにより

重度障害者の利用を促進する。 

(2) 障害者就労移行強化モデル事業費補助金            3,000 

就労継続支援Ｂ型事業所から就労移行支援事業所へのステップアップ

を促進して、障害のある人の一般就労の一層の促進を図る。 

                                                                

  ４ 重度障害者地域包括支援事業                        195,671 

      市町と共同して重度障害児者の入所支援および通所支援を実施するこ

とにより、重度障害児者が地域生活を継続できる地域基盤の充実を図る。 

     

(1) 重度障害者地域包括支援事業費補助          138,560 

 

(2) 重症心身障害児（者）ケアマネジメント支援事業     10,700 

 

(3) 強度行動障害対応専門家チーム巡回事業          3,145 

 

(4) 重症心身障害者等施設整備事業費補助 

 （施設整備２箇所、個室（専用スペース）整備１箇所）  33,750 

 

(5) 重症心身障害児等特別加算事業            9,516 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

障害者就労対策推進費 

 

 

144,848 

      (144,479) 

 

国       46,746 

 

○一       98,102 

 

生活・就労両面からの相談体制の整備や、就労支援事業所等における仕事の

確保・販路開拓等の就労収入向上、一般就労への移行促進支援、職域の拡大に

向けた仕組みづくりなどを支援し、障害者の就労促進による経済的自立を図

る。 

 

１ 障害者就業・生活支援センター事業                   63,798  

 

２  働き・暮らし応援センター事業               9,671  

   障害者就業・生活支援センターに、職場への定着支援を行う就労サポー

ターを配置し、「働き・暮らし応援センター」として体制強化を図り、障

害者の職業生活における自立を促進する。                            

                                         

３ 障害福祉サービス事業所の仕事おこし支援事業          13,503 

   障害福祉サービス事業所で働く障害者の就労収入の向上を図るため、個

別指導による業務改善、職業指導職員の資質向上、農福連携などによる事

業所の新たな仕事おこしを支援する。   

                                               

４ 地域活動支援センター運営事業 （３箇所）             16,746 

 

５ 就労移行支援促進事業                  3,600 

障害のある人および生活困窮となっている人の一般就労を促進するた

め、就労支援に携わる者の職業評価能力の向上等を図るための研修を実施

する。 

 

６ 介護等の場における知的障害者就労促進事業            11,400 

県独自認定資格および法定資格研修の実施や、介護事業所等の職員に対

する研修の実施、雇用等の調整を行う登録センターの設置により知的障害

者の雇用先として期待される介護事業所等での就労促進を図る。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

発達障害者支援事業費 

 

 

 

 

29,611 

        (29,611) 

 

国       14,777 

 

○一       14,834 

 

発達障害のある人が、身近な地域において自立した生活が送れるよう人材の

養成や相談支援体制の整備を図るとともに、啓発の実施により発達障害に対す

る理解を促進する。 

 

１ 自閉症等発達障害支援体制整備事業                    29,611 

                                                               

(1) 認証発達障害者ケアマネジメント支援事業         18,000 

        発達障害者支援ケアマネージャーを地域の障害者生活支援センター

に配置し、専門的な相談支援を行う。                              

                          

(2) 発達障害者自立生活移行支援事業                    7,000 

      発達障害者に対する身近な地域での支援体制強化とサービスの充実

を図るため、就労・生活支援プログラムを活用した支援者のスキルアッ

プを図るとともに、地域生活への移行支援を実施する。 

 

(3) 高校・大学を対象とした発達障害キャリア支援事業      4,000  

    発達障害のある生徒や学生の特性に応じたキャリア支援が実施でき

るよう、高校・大学担当者への助言および県内関係機関への支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

社会参加促進事業費 

 

76,230 

        (74,496) 

 

国       34,347 

 

○一       41,883 

 

 身体障害者の自立と社会参加を促進するための各種の事業を行う。 

 

○新総１ 障害者アクセシビリティ普及促進事業                 1,200 

 障害のある人を対象とした芸術鑑賞会の開催や芸術を鑑賞する機

会の拡充に向けた研修会などを通して、障害のある人も、ない人と

同様に芸術に親しむことができる環境の整備を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

障害児（者）援護費 

 

61,086   

        (61,289) 

 

国       28,116  

 

○一       32,970 

 

障害者自立支援協議会を中心とした福祉・医療・教育・保健等の関係機関の

連携により、相談支援体制の充実を図るとともに、相談支援従事者やサービス

提供事業者の資質の向上を図る。 

 

１ 障害児（者）地域生活支援事業                       57,500 

                                                                

(1) 障害者生活支援センター事業（７箇所）              42,000 

                                                  

  (2) 障害者自立支援協議会事業                            15,500 

 

 

 

障害者医療福祉相談推

進事業費 

 

 

 

94,247   

        (94,672) 

 

国       37,544 

 

○一       56,703 

  

複雑困難な相談に、高い専門性で一貫した対応を行うため、専門相談機関が

集まる医療福祉相談モールにより、地域の相談体制の強化を図る。 

 

１ 知的障害者更生相談所事業                19,157 

                                                                

２  発達障害者支援センター運営事業                  49,142  

      

３ ひきこもり支援センター事業                13,597 

 

４ 高次脳機能障害対策事業                 12,351 

 

(1) 高次脳機能障害広域調整強化事業                     500 

 高次脳機能障害のある方への支援を総合的に推進するため、高次脳機能

障害支援センターの設置や身近な地域での支援体制整備に向けた広域調

整強化事業、普及啓発事業等を実施する。 

 

 

 

 

 

民間児童福祉施設等整

備助成費 

 

 

        219,390 

     (223,399) 

 

国      146,259 

 

起       73,100 

 

○一         31 

 

 

心身障害児者の地域生活等を支援するため、社会福祉法人等が行う障害者支

援施設、障害福祉サービス事業所、障害児通所支援事業所等の整備に要する経

費に対し助成する。 

 

１ 障害児者施設等整備助成費                           219,390                                                                     

 

(1) 民間心身障害児者施設整備費補助（３箇所）        219,390 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

児童福祉施設運営費 

 

 

 

 

 

 

483,792 

       (492,973) 

 

国       44,274 

 

分        3,088 

 

使       60,509 

 

財          793 

 

諸        6,445 

 

○一      368,683 

 

 

県立の児童福祉施設等の運営を行うとともに、利用者の福祉向上を図るた

め、施設や設備の整備・修繕等を行う。 

 

長１ 近江学園長寿命化等推進事業                        8,000 

近江学園の老朽化に対応するための施設・設備の整備について、PPP/PFI

手法の導入の適否を評価するための調査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院事業繰出金 

 

 

630,026 

      （644,724) 

 

○一     630,026 

 

 

高度な専門的保健医療を提供し、県民の健康増進と保健福祉の向上を図るた

め、精神医療センターに対し、地方公営企業法に基づく一般会計からの繰出し

を行い、病院経営基盤の確立を図る。              

                                                        

１  病院事業負担金                                565,223  

                                                         

２ 保健衛生行政等負担金                             44,896 

                                                         

３ 共済組合追加費用等負担金                           19,907 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

難病対策費 

 

1,662,583 

(1,488,999) 

 

国     818,449 

 

使          115  

 

○一     844,019 

 

患者とその家族を支援するため、総合的な難病対策を推進するとともに、原

因が不明であって治療方法が確立していない指定難病について、特定医療費助

成事業により、患者の医療費の負担軽減を図る。 

 

１ 難病対策推進事業                                    29,360 

安定した療養生活の確保と難病患者およびその家族の QOL の向上を目的

とし、難病患者に対する総合的な相談・支援や受入れ病院の確保並びに在

宅療養上の適切な支援を実施する。 

 

(1) 難病相談支援センター事業                         10,794 

  

(2) 難病医療提供体制整備事業                      12,953 

 

 

２ 指定難病特定医療費助成事業                   1,630,990 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神保健福祉対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

       243,455     

(258,146) 

 

国       69,073 

 

諸           79 

 

○一      174,303 

 

より良い精神医療の確保、地域精神保健福祉施策の充実を図る。          

                                                          

１ 精神科救急医療システム事業                          90,073 

                                                                

２  精神障害者地域生活支援事業                          65,100 

                                                                

３ アルコール健康障害対策費                               990 

アルコール健康障害対策推進会議の開催を通じて関係機関や民間団体

と連携しながら啓発活動、医療体制の強化にむけた研修開催および当事者

団体の活動支援を行う。 

 

４ ひきこもり者と家族に学ぶ公私協働による地域づくり事業 

                                                          6,300 

ひきこもり支援の先進的実践を通じて支援事例の蓄積や分析による類

型化を行い、その成果を全県に普及することにより、県内各圏域で地域の

実情に応じた取組が実施されるよう支援する。 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

精神保健福祉センター

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 86,448 

        (86,699) 

 

国     7,043 

 

諸     1,231 

 

○一       78,174 

 

                                                         

高度・専門的機関としての相談指導事業、精神保健福祉知識の普及啓発、教

育・研修、団体育成等の事業を行うとともに、総合的技術の中枢機関として保

健所・地域医療機関をサポートする。 

 

１ 精神科救急情報センター運営費                         51,555 

  緊急な医療を必要とする精神障害者等が速やかに治療を受けられるよ

う、入院措置や医療機関の紹介または受診指導等を行う。              

              

 

 

 

 

 

 

自殺対策推進費 

 

 

         50,730 

      (46,771) 

 

国       36,769 

 

○一       13,961 

 

 

 

 自殺予防のための啓発事業の実施や、市町、民間団体の取組について支援を

行う。 

 

１ 地域自殺対策強化事業                              27,582 

 

 (1) 市町自殺対策強化事業費補助（19市町）              20,281 

 

２ 自殺対策推進センター運営費                23,148 

  自殺対策の取組を総合的に推進するため、実態把握や情報収集、相談体

制の充実、ゲートキーパー養成、市町自殺対策計画の策定支援等を行う。 

 

 

 

 

 

地域医療総合確保事業

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 41,998 

        (35,012) 

 

繰    41,998 

 

 

 

 

 

 

安心で快適な環境のもとで医療介護サービスが受けられるよう、効率的で質

の高い医療提供体制の構築および医療人材の確保等を図る。 

 

 １ 児童思春期・精神保健医療体制整備事業               17,000 

発達障害や児童思春期の精神疾患など子どものこころの医療や支援体

制について、人材育成を含め全県的な強化を進める。 

 

○新２ 精神科急性期治療病棟整備事業            20,000 

    精神科長期療養患者の地域移行を進め、医療機関の病床削減に資する

ため、精神科デイケア実施施設の改修等を行う。 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

【薬務感染症対策課】 
 
感染症対策費 
 

 

 

264,284 

(325,385)  

 

国    131,247 

 

○一    133,037 

 

 

 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき、予防対

策、医療機関の整備、感染症の情報収集および周知、感染症発生時の対応、肝

炎治療など、感染症対策を総合的に推進する。 

 

 １ 感染症予防対策事業                                34,230 

 

(1) 感染症指定医療機関等への運営費等補助(７病院)     21,160 

                                                         

 ２ 肝炎治療特別促進事業                             146,070 

 

 ３ ウイルス性肝炎対策事業                21,909 

 

(1) 肝疾患診療連携拠点病院等運営費               10,560 

 

  (2) 肝炎重症化予防推進事業                 5,011 

 

  (3) 肝炎医療コーディネーターの養成             373 

 

  (4) 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業         2,374 

 

 ４ 風しん対策推進事業                   8,403 

 

 

 
地域医療総合確保事業

費 
 
 
 
 

 

1,919 

( 2,378) 

  

繰      1,919 

 

  地域医療における薬剤師の人材確保および薬局機能強化を進めることで、在

宅患者が安心して療養できる体制を整える。 

 

 １ 休日・夜間のお薬電話相談体制整備事業           1,919 

 

 

 

 

                        



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

薬事衛生推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29,845   

 (32,721)  

 

国       7,548    

 

使       15,769    

 

○一      6,528    

 

 

医薬品の適正使用を推進するため、薬事関係者の資質向上や医薬品等の安全

対策を図る。 

 

１ 薬事衛生の推進                          12,997 

      

２ 薬局開設等許可事務                       10,515 

 

  ３ 薬事関係団体の指導育成                           6,333 

 

 

 

薬業振興対策費 

 

 

 

 

 68,388 

( 296,507) 

 

使        5,490 

 

起     22,900 

 

○一      39,998 

 

 

 

本県の代表的地場産業である「薬業」を振興するため、製薬企業への製薬技

術の向上支援などを行う。 

 

長１ 薬業技術振興センター長寿命化等推進事業           27,528 

 

２ 滋賀のくすり振興対策費                    5,381 

 

３  医薬品等の試験検査                       4,303 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

薬物乱用防止対策費 

 

 

 

 

15,795 

(13,976) 

 

国           58  

 

使        7,140 

 

○一       8,597 

 

危険ドラッグをはじめとした薬物乱用の有害性について広く周知し、麻薬等

取扱者等に対しては、適正な取扱いや保管管理を指導するとともに必要な取締

りを行う。                 

                                                               

 １ 薬物乱用防止啓発活動                   6,609 

                                                               

 ２ 麻薬等取扱者に対する指導取締り                      8,124 

 

(1) 危険ドラッグに対する指導取締強化事業        3,476 

                                                             

 

 

 

 

献血対策費 

 

 

 

 

 

 

 

6,133 

(5,938) 

 

○一       6,133 

 

 

 

 

献血により、県民の医療に必要な血液を確保するため、献血思想の普及啓発

を行う。特に、将来の輸血医療を支える若年層の献血気運の醸成を図る。                                           

 

１ 献血思想の普及啓発                       6,133 

                                   

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

【生活衛生課】 
 
衛生的環境推進事業費 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

36,680 

         (36,928) 

 

国        13,022  

 

使         6,014  

  

○一        17,644   

 

 

理・美容所、旅館・ホテル、クリーニング店、公衆浴場等の生活衛生関係営

業施設に対して、法令に基づく監視指導および生活衛生営業指導センターとの

連携により、衛生水準の確保・向上を図る。 

                                                            
１ 生活衛生推進事業                                   6,585 

 

２ 生活衛生指導助成事業                               30,095 

     

(1) 生活衛生営業指導センター事業費補助               30,095 

 

 

 
動物保護管理推進事業

費 
 
 
 
 
 
 
 
 

           

97,985  

         (86,066) 

 

使         4,836  

 

諸         2,088  

      

○一        91,061 

 

 

滋賀県動物愛護管理推進計画に基づき、犬・猫等の動物の適正な飼養を指導

するとともに、関係団体と連携して動物愛護の普及啓発に取り組む。 

                                                         

１ 動物愛護普及事業費                                  4,194 

 

(1) 動物愛護管理支援事業                1,364 

飼い主のいない猫の減少および周辺の生活環境の保全を図るための

「地域猫活動」を支援する。 

 

                            

 ２ 動物保護管理センター運営事業                       11,680 

                                                         

 ３ 動物保護管理事業                                   82,111 

                                                         

    (1) 動物管理業務                                  80,306 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 
 食品衛生推進事業費 

           

          50,622  

         (54,739)  

 

国          988 

 

使        35,089  

           

○一        14,545 

 

 

食品関係営業施設に対して、法令に基づく営業許可、監視指導、試験検査お

よび食中毒対策を実施するとともに、滋賀県食の安全・安心推進条例に基づき

、自主衛生管理の推進、食の安全に関する社会的信頼の構築に取り組む。 

 

 １ 食の安全確保推進事業                                7,929 

 

 ２ 食品・添加物試験検査事業                           25,098 

 

 ３ 食中毒予防対策事業                                  7,404 

 

４ 食品衛生指導対策事業                                7,670 

 

５ 食品安全監視センター事業費                          2,235 

 

 
水道事業総務費 
 
 
 
 

 

          93,527 

        (164,245) 

 

国        88,374 

  

○一         5,153 

 

 

 

 

水道水の安全・安定供給を推進するため、水道施設への立入検査や水質監視

の調査を行うとともに、危機管理体制の充実を図る。 

 

１ 水道生活基盤施設耐震化等事業              88,194 

 

２ 水道施設維持管理指導事業                4,973 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

【医療保険課】 

 

福祉医療推進費 

 

 

 

 

 

 

       69,239 

      (64,957) 

 

○一      69,239 

 

 

 

福祉医療費助成制度の円滑な推進を図るため、審査支払手数料の一部を助成

する。 

 

１  福祉医療費支払手数料補助(19市町)                   68,973 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険健全化対

策費 

 

 

 

 

 

 

 

11,169,007 

    (12,894,784) 

 

財        458 

 

諸     13,600   

 

○一   11,154,949 

 

医療費増嵩による保険者財政に対する負担軽減を図るため、福祉医療波及分

、低所得者の保険料軽減分の補填等に対して県費負担する。 

   

１  国民健康保険給付対策費補助（19市町）           176,489 

                                                   

２  国民健康保険基盤安定対策費負担金(19市町)         3,922,225 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

後期高齢者医療費等対 

策費 

 

 

 

 

     14,991,645 

    (14,834,278) 

 

国       62,244  

 

分       62,244 

 

財          823 

 

○一   14,866,334   

 

後期高齢者医療制度の円滑な実施を図るため、後期高齢者医療給付費や高額

医療費に係る保険財政負担分、低所得者等の保険料軽減分の補填および保険料

抑制分等に対し県費負担する。 

 

１  後期高齢者医療給付費県費負担金（広域連合）     11,925,805 

 

２  後期高齢者医療財政安定化基金造成事業（広域連合）   187,555 

 

３  後期高齢者医療基盤安定対策費負担金（19市町）    2,103,999 

 

４  後期高齢者医療高額医療費県費負担金（広域連合）    770,551 

 

  

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算見積額 

（前年度予算額） 
説            明 

【子ども・青少年局】 

 

子育て環境づくり対策

事業費 

 

 

 

864,420 

(759,735) 

 

国    588,326 

 

財      250 

 

繰     140,199 

 

○一      135,645 

 

社会全体で子育てを支援する環境づくりを推進する。 

 

１ 子育て支援環境緊急整備事業(施設整備６市12施設)    699,914 

   市町が行う待機児童の解消や保育環境改善のための保育所等の施設整

備等に対し補助を行う。 

 

総２ 「滋賀で家族になろう」推進事業             9,670 

   滋賀で結婚、出産、子育ての希望を叶えることができる環境づくりを

推進するため、学生や企業・団体等と協働して、県民みんなで若者を応

援する機運の醸成を図る。 

 

３ 多子世帯子育て応援事業                95,268 

   多子世帯の経済的負担の軽減を図り、希望する数の子どもを安心して産

み育てられる環境づくりを推進するため、市町が行う第３子以降の保育料

を無料化する経費を補助する。 

 

○新総４ はぐくみ基金造成事業               30,000 

   子どもを真ん中においた地域づくりを目指し、子どもの笑顔を育むコミ

ュニティづくりを推進するプロジェクトを公私協働で展開する。 

 

 

 

 

 

 

 
 

児童健全育成事業費 

 

 

       86,296  

   (84,754) 

 

国      1,677  

 

○一     84,619  

 

 

 次代を担う青少年が健やかに育つ環境づくりを推進する。 

 

１ 放課後児童支援員等研修事業              3,354  

   放課後児童支援員が、業務を遂行する上で必要な知識・技能等を習得す

るための「認定資格研修」を行うとともに、資質・専門性の向上を図る「資

質向上研修」を実施する。 

 

２ 「子ども県議会」開催事業                            1,000  

   子どもたちが自分の意見を発表できる機会として「子ども県議会」を開

催し、社会参画に対する意欲を高める。 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

びわ湖こどもの国管理

運営費 

 

 

      127,950  

(66,700) 

 

使      3,055 

  

起    63,000 

 

○一      61,895 

 

 県立びわ湖こどもの国の管理運営を行う。 

 

長１ びわ湖こどもの国長寿命化等推進事業         63,600 

「長期保全計画」に基づく予防保全工事を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
児童厚生施設等設置促

進費 
 
 
 
 
 

 

      68,276  

(109,299) 

 

○一     68,276 

 

 

  

 

放課後児童クラブの整備に要する経費を支援し、子育てを支援する環境づ

くりを推進する。 

 

１  放課後児童クラブ施設整備費補助                   68,276 

市町が行う放課後児童クラブの整備補助を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
保育所職員研修等事業

費 

 

39,434  

   (20,984) 

 

国     12,295  

 

使    5,835 

 

諸      75 

 

○一     21,229  

 

 

 保育士等の資質・専門性の向上を図る。 

 

○新１  保育士等キャリアアップ研修事業            17,476 

保育士等の資質、専門性の向上を図るため、必要な知識および技術の

習得等のための研修を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

利用しやすい保育所づ

くり推進事業費 

 

 

 

    2,214,105 

(1,888,056) 

 

国   142,985 

 

○一    2,071,120 

 

 

 多様な保育ニーズに対応するため、きめ細かな保育事業を展開し、子育ての

不安感の軽減や、仕事と子育ての両立を支援する。 

  

１ 保育対策総合支援事業費補助                 194,015 

 保育士の確保に必要な措置を総合的に行い、子どもを安心して育てる

ことができる環境づくりを推進する。 

  

２ 保育士・保育所支援センター運営事業                 9,590 

潜在保育士や養成校卒業者の県内保育所への就職促進や、現任保育士

の就労継続のサポート等を行う「保育士・保育所支援センター」を運営

する。 

 

３ 家庭的保育者等養成事業                           1,088  

待機児童を解消するため、家庭的保育事業や小規模保育事業に従事する

人材の育成を図る。 

 

４ 保育士修学資金等貸付事業              33,680 

   保育士養成校卒業後、県内保育所等に勤務する保育士の増加を図るた

め、修学資金等の貸し付けを行う。 

 

 ５ 地域子育て支援事業                1,770,365 

   すべての子育て家庭を対象に多様なニーズに応じた子育て支援事業を

行う市町に対して、経費を補助する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

教育・保育給付等事業

費 

 

4,695,734 

 (3,984,873) 

 

国    7,359 

 

○一   4,688,375  

 

 

保育所等に係る給付費の支給に要する費用等の一部を負担するとともに、母

子生活支援施設等の入所措置費を負担する。 
 

１ 施設型給付・地域型保育給付            4,663,616 

  保育所等に係る給付費の支給に要する費用の一部を負担する。 

 

 

 

 
児童養護施設等入所措

置費 
 

 

2,303,765 

(2,114,409) 

 
国   1,126,271 

 

分     13,072 

 

○一    1,164,422 

 

 
 児童養護施設の入所措置費の負担や、入所児童の自立支援などを行う。 
 

１ 児童養護施設等で暮らす子どもたちの社会への架け橋づくり事業                  

4,500 

児童養護施設等で暮らす子どもたちの自立に向けた力を育むために就

労体験事業を実施する。 

 

２ 施設を退所した子どもたちのアフターケア強化事業     1,000 

自立援助ホームの入所児童に対して、心理担当職員による心理的ケアを

実施する。 

 

 

児童手当負担金 
 
 

 

3,716,667  

 (3,880,906) 

 

○一   3,716,667  

 

 

 

児童手当の支給に要する費用の一部を負担する。 

 

１ 児童手当負担金                      3,716,667 

 

 

 
 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 
ひとり親家庭福祉対策

費 
 

 

68,254  

       (65,830) 

 

国      21,520 

 

分        177  

 

使       882  

  

○一       45,675 

  

 

 

ひとり親家庭等の自立に向けた相談事業や就労支援を実施するとともに、

母子福祉団体を育成指導する。 

 

１ ひとり親家庭総合サポート事業                  15,500 

ひとり親家庭への就労支援に加え、市町や様々な支援機関と連携するた

めのコーディネート機能を持った総合的なサポート体制を構築する。 

 

２ みんなで淡海子ども食堂をつくろう！応援事業       10,000 

地域の子どもの居場所となる「淡海子ども食堂」を普及促進するため

の支援を行う。 

 

 

ひとり親家庭等医療給

付費 
 

 

 

 

 

 

 

459,237  

   (397,988) 

 

○一      459,237 

 

市町が実施する父子家庭の父・子、母子家庭の母・子およびひとり暮らし(高

齢)寡婦の医療費の公費負担の一部を助成する。 

 

１ 父子家庭福祉医療費補助(19市町)              27,847 

 

２ 母子家庭福祉医療費補助(19市町)                417,367 

 

３ ひとり暮らし寡婦福祉医療費補助(19市町)         14,023 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 
児童虐待防止等対策費 

    

307,511  

   (186,726) 

 

国      48,966 

 

諸      5,314  

 

起   102,200 

 

○一      151,031 

 

 

児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応等の児童虐待防止対策事業を実

施する。 

 

１ 児童虐待防止対策事業                        42,847 

   虐待の未然防止から、早期発見・対応、保護・ケアや家族再統,合まで

の切れ目ない支援を行う。 

 

２ 妊娠期からの虐待予防対策促進事業                 8,107 

妊娠期からの虐待予防に対応するため、保健師等の資格を有する児童

虐待対応保健指導員を子ども家庭相談センターに配置する。 

 

３ 子ども家庭相談センター一時保護所増設事業       121,097 

 

   大津・高島子ども家庭相談センターの機能強化を図るため、一時保護所

の整備を行う。 

 

青少年対策総合推進事

業費 

 

 

 

 

 

12,847  

(12,840) 

 

○一    12,847 

 

 青少年対策を総合的に推進する。 

 

１  「滋賀県子ども・若者総合相談窓口」設置事業      3,101 

    社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども・若者を対象にした総

合相談窓口を開設する。 

 

 

 

 

 

青少年育成推進事業費 
 
 
 
 
 

 

7,257  

(7,617) 

 

○一        7,257 

  

 

次代を担う青少年の健全育成を図る。 

 

１ しがこども体験学校推進事業                  1,118  

県内の豊かな自然環境や人的資源を活かした体験の機会と場を提供

し、様々な実体験を通して、子どもの豊かな人間性や社会性を育む。 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

【国民健康保険事業特

別会計】 

 

総務管理費 

 

 

 

 

 

 

       

69,834 

      (     - ) 

 

国    4,208 

 

繰      65,576 

 

諸          50 

 

 

 

 

国民健康保険事業の広域化や医療保険者の保健事業を推進する事業を行う。 

 

１  国保広域化等推進事業                          1,130 

  

２  医療保険者保健事業推進事業                        3,992 

 

普通交付金 

 

 92,163,047 

         (     - ) 

 

国   20,137,983 

 

分   24,856,435 

 

繰    4,280,739 

 

諸   42,887,890 

 

 

１ 普通交付金                                92,163,047 

市町が行った療養の給付等に要した費用を交付する。 

 

 

特別交付金 

 

 

 

 

 

 

 

  2,373,895 

         (     - ) 

 

国    1,289,646 

 

繰    1,084,249 

 

  

１  特別交付金保険者努力支援分              544,115 

市町に対し被保険者の健康の保持増進その他の医療費の適正化等に係

る取組に応じて交付する。 

 

２ 特別交付金特別調整交付金分（市町分）            575,063 

市町に対し災害その他の特別の事情に応じて交付する。 

 

３ 特別交付金都道府県繰入金（２号分）               899,950 

市町に対し財政状況その他の事情に応じて交付する。 

 

４  特別交付金特定健康診査等負担金             354,767 

市町に対し特定健康診査および特定保健指導に要する費用に応じて負

担する。 



                                            単位：千円 
事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 
説            明 

 

後期高齢者支援金等 

 

16,294,839 

         (     - ) 

 

国   6,745,083 

 

分    7,997,996 

 

繰    1,551,760 

 

 

 

後期高齢者医療制度の給付費用の一部に充てるため、後期高齢者支援金を納

付する。 

   

１ 後期高齢者支援金                      16,293,811 

 

介護納付金 

 

5,512,983 

         (     - ) 

 

国   2,405,185 

 

分    2,592,115 

 

繰      500,123 

 

諸       15,560 

 

 

 

介護保険の給付費用の一部に充てるため、介護納付金を納付する。 

   

１ 介護納付金                               5,512,983 

 

共同事業拠出金 

 

107,247 

         (     - ) 

 

国       56,824 

 

分       50,423 

 

 

 

高額医療費に対する保険者の支払いリスクを緩和し、保険者の財政安定に資

する特別高額医療費共同事業の拠出金を納付する。 

   

１  特別高額医療費共同事業事業費拠出金                107,134 

 

基金積立金 

 

294,793 

         (     - ) 

 

国     291,782 

 

財        3,011 

 

 

 

国民健康保険財政の基盤を安定・強化するため、財政安定化基金を積み立て

る。 

   

１  財政安定化基金積立金                       294,793 



 


